
平成19年度の雇用保険二事業の評価の考え方

【事業執行率】

【政策効果】

高

達成

低

未達成

パターン１

・施策継続。

（※予算額は適切な水準）

パターン３

・目標の未達成要因を分
析の上、事業の廃止又は
見直しが必要。

パターン４

・目標の未達成要因を分
析の上、事業の見直し又
は廃止が必要。

パターン２

・施策継続。ただし、予算額

は適切な水準とする。

目標達成度

基準：事業執行率８０％

平成20年度予算における見直し状況等も踏まえて最終評価を実施（次頁）。



評価結果

目標設定事業１３１事業

【評価結果類型】

施策継続。 ６１A

施策継続。ただし、予算額は適切な水準とする。 ２１B

目標の未達成要因を分析の上、事業の廃止又は見直しが必要。 １１C

目標の未達成要因を分析の上、事業の見直し又は廃止が必要。 ４D

事業の見直し等が必要であったが、既に事業を見直し。 １３X

既に廃止 １５Z

（評価対象外 ６）



評価結果

目標設定事業１３１事業

【評価結果整理表】

A 1,2,8,9,12,15,16,19,20,27,28,29,30,32,35,36,43,46,48,50,51,52,54,57,59,64,69,72,73,77,80,81,86,87,88,90,92
93,94,97,105,106,108,109,110,112,114,116,117,118,119,120,121,122,123,125,128,129,130,131,132

B 17,25,26,33,34,37,42,58,61 62 ,65,66,71,83,84,85,91,104,113,115,126,127( )

C 4,5,7,31,38,40,44,75,79,95,103

D 22,23,39,56,

X 10,11,14,24,49,60,74,76,78,89,96,99,111

Z 3,13,18,21,41,45,47,53,55,67,68,70,100,107,124



（単位　千円）

　（３）雇用の維持・安定

２　雇用機会の創出・雇用の安定

　（１）中小企業における雇用機会の創出等

平成１９年度雇用保険二事業一覧

466,164

X

11 職業紹介事業指導援助事業 112,677 116,439

10

B25 雇用調整助成金 2,320,515 1,074,075

D

24 地域雇用創造推進事業 1,669,700 4,585,040 X

23 季節労働者通年雇用促進等事業 456,733 865,821

22 地域雇用開発助成金（中核人材活用奨励金） 10,500 D42,800

A

21 地域雇用開発活性化事業 560,000 － Z

20 地域職業相談室の体制整備について 800,810 1,173,785

Z

19 通年雇用奨励金 3,844,323 6,816,295 A

　（２）地域における雇用機会の創出等

18 「出会いの場」の開催 435,540 －

A

17 自立就業支援助成金（受給資格者創業支援助成金） 2,777,196 2,034,681 B

16
自立就業支援助成金
（高年齢者等共同就業機会創出助成金）

1,409,648 1,257,219

X

15
中小企業人材確保支援助成金
（中小企業人材確保推進事業助成金）

307,424 816,460 A

14
中小企業人材確保支援助成金
（中小企業基盤人材確保助成金）

4,470,500 4,718,980

A

13
中小企業人材確保支援助成金
（中小企業職業相談委託助成金）

100,048 － Z

12 労働者派遣事業雇用管理等援助事業 443,844

キャリア・コンサルティング事業費 596,130 577,507

8 パートバンク運営費 1,159,139 816,972

9 マザーズハローワーク事業推進費 1,970,133

ハローワークプラザ運営費 2,513,496

6 人材銀行運営費 618,554 592,403

失業給付受給者等就職援助対策費 6,467,228 7,168,105

2,855,278 C

A

A

№ 事　　業　　名

2
再チャレンジプランナーによる計画的な求職活動支援の実施
（旧名称：「再就職プランナー」による早期再就職支援）

１　早期再就職の促進のための需給調整機能の強化

1 早期再就職専任支援員（就職支援ナビゲーター）による再就職支援プログラムの実施

Ⅰ　職業安定関係

C

C

X

4 求人情報提供機能強化推進費（旧名称：しごと情報ネットの運営） 549,193 504,993

1,998,891

5

7

19年度予算額 20年度予算額 評価

3,107,081 1,968,393 A

3,269,168 A3,250,946



№ 事　　業　　名 19年度予算額 20年度予算額 評価

　（３）若年者の雇用の促進

　（４）円滑な労働移動の促進

　（５）産業の特性に応じた雇用の安定

X

50 地域の関係者との連携による若年者雇用対策の推進 2,030,611 1,743,721 A

49 試行雇用奨励金（若年者試行雇用奨励金等） 4,729,858 4,782,113

Z

48 若年コミュニケーション能力要支援者就職プログラム 44,443 42,562 A

47 中小企業団体による障害者雇用の啓発・推進のためのモデル事業の実施 44,216 －

Z

46 障害者就業・生活支援センター事業 1,241,812 2,508,933 A

　（２）障害者の雇用の促進

45 定年退職者等再就職支援事業 21,919 －

A

44 高年齢者職業相談室運営費 610,309 465,581 C

43 シニアワークプログラム事業費 6,741,366 3,208,166

Z

42 「70歳まで働ける企業」推進プロジェクト 860,908 753,513 B

41 定年引上げ等奨励金（雇用環境整備助成金） 30,450 －

D

40 定年引上げ等奨励金（中小企業定年引上げ等奨励金） 1,351,200 3,938,700 C

39 試行雇用奨励金（中高年等トライアル雇用奨励金） 631,457 711,888

B

３　労働者等の特性に応じた雇用の安定・促進

　（１）高齢者の雇用の促進

37 林業就業支援事業費 416,086 332,764

A

36 農林業等就職促進支援事業費 56,691 31,155 A

35 林業雇用改善推進事業費 470,594 374,210

B

34 雇用管理等相談援助事業 453,238 487,349 B

33 人材確保等支援助成金（介護雇用管理助成金） 190,205 159,601

C

32 人材確保等支援助成金（介護基盤人材確保助成金） 3,067,315 2,616,242 A

31 港湾労働者雇用確保支援事業費（旧名称：港湾労働者福祉支援事業費） 155,112 93,500

A

30 建設労働者雇用安定支援事業 179,597 130,979 A

29 人材確保等支援助成金（建設教育訓練助成金） 3,735,714 3,782,089

A

28 産業雇用安定センター補助金 3,315,308 3,190,019 A

27 労働移動支援助成金（再就職支援給付金） 364,292 340,438

26 労働移動支援助成金（求職活動等支援給付金） 234,047 110,529 B

38 請負事業適正化・雇用管理改善推進事業費 23,386 32,180 C



№ 事　　業　　名 19年度予算額 20年度予算額 評価

　（４）就職困難者等の雇用の安定・促進

４　その他職業安定関係

A

C

76 民間委託による中高年不安定就労者の再チャレンジ支援 102,323 452,092 X

75 地方就職等支援事業 85,474 105,954

A

74 外国人労働者雇用対策費 174,809 213,125 X

73 独立行政法人高齢・障害者雇用支援機構運営費交付金 17,095,917 16,715,280

B

72 職場適応援助者による支援の実施 1,005,248 1,004,707 A

71 出稼労働者安定就労対策費 47,234 46,750

A

70 日系人関係就労適正化等対策費 81,312 － Z

69 雇用管理相談援助業務 372,550 361,061

Z

68 福祉重点ハローワーク運営費 85,501 － Z

67 雇用関連情報ワンストップサービス 230,129 －

B

66 日雇労働者等技能講習事業 646,058 522,358 B

65
職場適応訓練
（職場適応訓練委託費）

22,169 14,606

64 求人確保推進費 388,207 293,916 A

63 キャリア交流事業費 1,281,654 1,067,991

B特定求職者雇用開発助成金 29,439,782 25,067,17061,62

77 正社員就職増大対策費 1,090,092 1,372,331

A

60 若年者雇用促進特別奨励金を活用した年長フリーター等の安定した雇用の促進 138,750 140,082 X

59 若者の就業をめぐる悩みに対する専門的相談体制の整備 372,527 323,923

A

58 ジョブクラブ（就職クラブ）方式による就職の促進 58,818 71,545 B

57 フリーター常用就職支援事業の推進 312,758 311,964

Z

56
ヤングワークプラザにおける就職支援
（旧名称：ヤングワークプラザにおけるフリーター就職支援機能の強化）

221,633 136,243 D

55 若年者の職場定着促進事業 155,280 －

Z

54 学生職業センター等における学生等の就職支援 1,009,387 793,449 A

53 無償の労働体験等を通じての就職力強化事業（ジョブパスポート事業）の推進 34,999 －

A

52 若年者職業意識啓発事業費（インターンシップ受入開拓事業のみ） 235,123 217,452 A

51
高卒就職ジョブサポーターによる新規学卒者等のマッチングの支援
（旧名称：若年者ジョブサポーターによる新規学卒者等のマッチングの強化）

1,203,439 1,043,426

Z124 自立就業支援助成金（子育て女性起業支援助成金） 236,800 －

－ Z3 求人充足推進費（旧名称：未充足求人相談員等による未充足求人対策の充実） 79,042



№ 事　　業　　名 19年度予算額 20年度予算額 評価

３　多様な訓練機会の確保

４　若年者の職業能力開発の推進

５　その他職業能力開発関係

１　キャリア形成支援システムの整備

C

78 生活保護受給者等就労支援事業 491,457 558,043

２　職業能力評価システムの整備

B

B

84 キャリア支援企業等育成事業 951,017 861,421

101 独立行政法人雇用・能力開発機構運営費交付金 79,691,805 76,910,053

X

100 ヤングジョブスポットの運営 753,969 － Z

99 就職基礎能力速成講座の実施 94,010 103,262

A

98 「私のしごと館」の運営 1,078,152 1,025,563

97 認定職業訓練助成事業の推進 1,345,239 1,263,851

C

96 日本版デュアルシステム（公共訓練型）の実施 6,443,104 6,458,400 X

95 技能実習制度推進事業 141,665 310,239

A

94 技能振興対策費（旧名称：技能啓発等推進事業） 980,626 1,354,003 A

93 グローバル人材育成事業 788,641 698,218

B

92 新分野への事業展開に必要な相談援助、人材育成の推進 381,072 373,551 A

91 介護労働者能力開発事業の実施 1,090,781 954,246

X

90 障害者の多様なニーズに対応した委託訓練の実施 929,897 1,086,956 A

89 民間等を活用した効果的な職業訓練と就職支援の推進 23,924,755 21,549,925

A

88 技能検定等推進費 2,310,333 2,309,435 A

87 幅広い職種を対象とした職務分析に基づいた包括的な職業能力評価制度の整備事業 185,524 259,601

A

85 キャリア・コンサルティング実施体制の整備 2,814,442 2,976,389

86 職業能力習得制度（ビジネス・キャリア制度）の実施 474,646 508,188

B

83
キャリア形成促進助成金
（中小企業雇用創出等能力開発助成金）

247,354 149,668

A

82 キャリア形成促進助成金（地域雇用開発能力開発助成金） 5,124 157,707

81 キャリア形成促進助成金（職業能力評価推進給付金） 80,737 75,344

A

79 職業相談等経費（就労支援室分（自立）） 79,585 146,194

80 キャリア形成促進助成金（訓練等支援給付金） 689,354 4,411,304

Ⅱ　職業能力開発関係

X



№ 事　　業　　名 19年度予算額 20年度予算額 評価

1,000,000 －

A

106 「実践型人材養成システム」地域モデル事業 205,012

Z

A129 中小企業退職金共済事業 6,069,251 5,795,365

B

128 働き続けやすい企業普及事業 72,535 68,714 A

127 短時間労働者均衡処遇推進助成金 353,600 504,000

A

126 中小企業子育て支援助成金 2,970,200 1,234,800 B

125 女性の再チャレンジ支援のための起業支援事業 18,771 18,710

A123 短時間正社員制度導入推進事業 49,898 39,498

A

122 ポジティブ・アクション普及啓発事業費 139,480 124,219 A

121 再就職希望者支援事業 489,829 462,895

A

120 安心して働き続けられる職場環境整備推進事業 374,249 325,737 A

119 女性と仕事総合支援事業費 213,163 187,049

A

118
ポジティブ・アクション実践支援事業委託費
（旧名称：女性の能力発揮促進事業委託費）

256,193 243,305 A

117
在宅就業者支援事業
（旧名称：在宅就業者の再就職支援対策事業）

49,208 45,344

B

116 緊急サポートネットワーク事業 607,901 562,037 A

115 育児休業取得促進等助成金 3,284,833 2,254,705

B

114 育児・介護雇用安定等助成金（職場風土改革コース） 150,000 450,000 A

113 育児・介護雇用安定等助成金（休業中能力アップコース） 273,470 229,058

X

112 育児・介護雇用安定等助成金（男性労働者育児参加促進コース） 100,000 100,000 A

111
育児・介護雇用安定等助成金（子育て期の短時間勤務支援コース）
（旧名称：子育て期の柔軟な働き方支援コース）

111,950 88,300

A

110 育児・介護雇用安定等助成金（代替要員確保コース） 155,350 486,250 A

109 育児・介護雇用安定等助成金（事業所内託児施設設置・運営コース） 2,256,538 4,012,039

A

107 ２００７年ユニバーサル技能五輪国際大会日本組織委員会補助金

288,845 A

Ⅲ　雇用均等・両立支援・パート労働対策関係

108 育児・介護雇用安定等助成金（ベビーシッター費用等補助コース） 665,317 814,172

105 海外体験を通じたキャリア形成支援事業 74,509 66,773

C

104 全国団体等認定職業訓練特別助成金 77,821 69,985 B

103 職業能力開発校施設整備費補助金 2,656,346 2,641,401

102 独立行政法人雇用・能力開発機構施設整備費補助金 1,724,900 1,723,988

Ⅳ　労働基準関係



№ 事　　業　　名 19年度予算額 20年度予算額 評価

A

132 個別労使紛争処理対策 598,130 600,638 A

131 国際労働関係事業 531,410 530,723

130 独立行政法人労働政策研究・研修機構運営費交付金 2,505,194 2,425,812 A

Ⅴ　その他
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